
○ 高齢者の要介護者等数は急速に増加している

（平成13年度 287.7万人 → 平成20年度 452.4万人）

第１号被保険者（65歳以上）の要介護度別認定者数の推移

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」
（注）平成18年４月より介護保険の改正に伴い、要介護度の

区分が変更されている。

高齢者の健康・福祉 【p.11】要介護者数

＜所得と生活保護＞ 

 世帯人員一人当たり平均年間所得は、高齢者世帯が 192.9 万円、全世帯が 208.4 万円な

ので、大きな違いはないということです。生活保護の受給者の数は全体と 65歳以上のいず

れも伸びていますが、人口に占める生活保護受給者の割合は、平均の数字よりも高齢者の

数字のほうが高くなっています。前述したように貯蓄は平均値で見ると高齢者は多いので

すが、生活保護を受けるような状態になるリスクも高齢者が大きいと言えるでしょう。 

＜要介護者数＞ 

高齢者の要介護者数は、介護保険法ができた当初の平成 13年度は 288 万人だったのです

が、平成 20年度は 452 万人で、急速に増えている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯人員一人当たり
（平均世帯人員）

高齢者 総所得 297.0万円 192.9万円（1.54人）

世帯 　稼働所得 52.6万円 (17.7%) 

　公的年金・恩給 209.8万円 (70.6%) 

　財産所得 17.7万円 (6.0%) 

　年金以外の
　　　社会保障給付金

3.2万円 (1.1%) 

　仕送り・その他の所得 13.7万円 (4.6%) 

全世帯 総所得 547.5万円 208.4万円（2.63人）

区分

平均所得金額

一世帯当たり

○ 高齢者世帯の一人あたり年間所得（192.9万円）は、全世帯の一人当たり平均（208.4万円）

と大きな差はない

○ 生活保護を受けている高齢者の割合は緩やかに増加している

高齢者世帯の所得 被保護者人員の変移

資料：総務省「人口推計」「国勢調査」、厚生労働省「被保護者全国一斉調査
（基礎調査）」より内閣府作成

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成21年）
（同調査における平成20年１年間の所得）

（注）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳
未満の未婚の者が加わった世帯をいう。

高齢者の経済状況 【p.8,10】所得と生活保護


